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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成19年１月30日提出の有価証券報告書に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、

本有価証券報告書の訂正報告書を提出するものです。 

 

２【訂正事項】 

    の部分は訂正部分を示します。 

 

第二部【投資法人の詳細情報】 

第５【投資法人の経理状況】 

１【財務諸表】 

(４）【注記表】 

    〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕 

＜訂正前＞ 

（前略） 

１． 固定資産の減価償

却の方法 

(1)有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以下のとおりで

す。 

信託建物      2～59年 

信託構築物     2～39年 

信託機械及び装置  3～ 5年 

信託工具器具備品  2～ 6年 

(2)無形固定資産 

定額法を採用しております。 

(3)長期前払費用 

定額法を採用しております。 

（後略） 

 

＜訂正後＞ 

（前略） 

１． 固定資産の減価償

却の方法 

(1)有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以下のとおりで

す。 

信託建物      2～59年 

信託構築物     2～39年 

信託機械及び装置  2～15年 

信託工具器具備品  2～10年 

(2)無形固定資産 

定額法を採用しております。 

(3)長期前払費用 

定額法を採用しております。 

（後略） 

 


